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(1) 事務事業の目的と指標
① 活動の計画（活動の量・大きさ・規模等）
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② 対象（事業は誰・何を対象にしているのかを記載）

ア
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③ 目標（この事業によって、対象をどうしたいのか記載）

ア
イ

(2) 指標・総事業費の推移
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事後(中間)評価対象事業
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会計

児童生徒等に安定した給食を提供する。
給食センター（調理・運搬業務）にかかる人件費の節減を図る。

目標値
実績値

日

児童・生徒・教職員数 人

④ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

752

事務事業の概要
（事務事業の内

容を記載）

１　事務事業概要
　　センター業務のうち、調理・運搬などの単純作業を民間業者に委託する。
　　ねらいは、人件費の抑制や従事者確保による安定的な運営、専門業界の高い技術レベルの導入などにあり、平成26年
　　4月実施を目指す。メニュー作成や食材の発注は今までどおり町が行う。
    国では従来、自治体職員での調理を基本としていたが、昭和６０年、文部省（当時）体育局長通知「学校給食業務の運営
  の合理化について」を全国自治体に配信し、業務の民間委託を含む運営の合理化推進へと舵を切った。以降、業務委託
　は全国的に波及し、県内でも約7割の共同調理場・学校が導入している。
　　町では自律計画の重点項目として挙げ、平成７年度から定期退職者の補充を控え備えてきた。今年度末において
　調理・運搬部門１２名のうち正規職員は３名となり、人事配置面からの準備も整った。費用面において、全員正職員での体
　制と委託とでは、半額以下となるが、すでに委託に向けて臨時職員で対応しているため、導入時に極端な削減とはならな
　い。切り替え時における直接的な効果は、むしろ民間ベースの人的・技術的な管理面などが大きい。
２　概算事業費
 　約１，０００食／日を他自治体の委託例で見ると、年額２，７００万円から３，０００万円。施設の老朽化や運搬車両のレンタ
　ル化、ボイラー管理業務など、委託者側の施設状況・要望内容によって金額は上下する。

学校給食センター
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関係法令・
条例等

課長名

総
合
計
画

政策名

施策名

新規事務事業マネジメントシート
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小野﨑　保男
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小野﨑　保男 担当者名

目

豊かな人を育むまちづくり

事業 事業コード名

給食を提供する日数

月　作成日： 平成　 25 年　

所属課 学校教育課 担　当

町立小学校３校、中学校１校の児童生徒及び教職員

26 日

給食C人件費または委託費

事務事業名 学校給食センター業務の一部民間委託
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教育環境の充実
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⑤ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

⑥ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）
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安全で安定的な給食を提供する。
運営費用を抑制しながら、おいしい給食を提供する。
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一般財源 千円
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３　事前評価結果 事前評価日： 平成 年 月 日

（1） 事前評価者として判断した今後の事業の方向性

１次案のまま採択 下記条件で採択 不採択 差し戻し

４　成果検証 事後(中間)評価日： 平成 年 月 日

（1） 評価結果（今後の方向性)

優(成果大) 良(良好) 可 不可(成果なし・中止・計画変更必要)

(2)　総評 (3)  指示事項

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

② 着手・実施の必要性

この事務事業をなぜ着手・実施しな
ければならないのか？先延ばしにで
きない理由は何か？

事業の内容は受益と負担との公
平性が考慮されているか？

評価項目

④ 受益と負担との関係

30825

(3)指示事項(事務事業に関する指示、事後(中間)評価日程等)（2）採択条件

③ 総事業費の算定根拠

算定にあたってコスト削減策を考え
たか？将来のコスト増要因に対して
対策が考えられているか？

目
的
妥
当
性
評
価

なぜこの事業を町が行わなければな
らないのですか？税金を投入して、
達成するものですか？

① 公共関与の妥当性
 適切

 見直し
 余地あり

調理・運搬部門を正規職員（１２名）で
業務実施する場合、技能労務職員平
均人件費で試算しても６，０００万円
（年額）を超える。委託では、３，０００
万円（同）程度となる。いずれの場合も
所長などは町正規職員が当たり、栄
養教諭は県から派遣される。

 適切

 見直し
 余地あり

事前評価結果説明

町では従事職員の自然減を図ってい
たが、平成２５年度末における退職者
をもって、事業実施可能な人員（3名）
となった。

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

事後評価結果実施後の状況

学校給食法によって義務づけされて
いる。また、業務の一部委託に関して
は、昭和６０年の厚生省局長通知で
「給食内容が低下することのないこと」
を条件に推奨している。

 適切

 見直し
 余地あり

再評価対象事業

事務事業実施後
の概要

（実施しての効
果、受益者等の
反応、問題点、
課題等を記載）

27 3

 適切

 見直し
 余地あり

食材費は受益者負担となり、調理施
設設置運営及び人件費は自治体とい
う枠組みは変わらない。


